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自社PR活動の満足度に及ぼす

PR部門と他部門の関係

一一全社レベルの PR管理システム構築のために一一

横田 i霊司

I 問題の所在

I土辺の企業環尻は，不確実性，不安定性，撹百L，予測不可能，管理不能とい

った表現で肥えられてL、る。これらは， c、ずれも企莱に対する不可避的な「変

革現象」を意味しており，企業はいかにこれらの環境状況に対処すべきかが絶

えず問われてし、る。つまり，理解し難い， tE握し難い事態に対しては，企業は

事前に状況を察知1-，多くの諸部門の中で特に PR部門としての果すべき役割

と業務内平年の明確化がのぞまれる所以であるc

iVIary L. Baetzは， I成功する組織とは，多様なレベノレの要請に対応できる

組織」υ として， どのレベノレの問題ぜあれ， 問題解決，問題処理できる組織を

指している。換言すれば， I情報を巧みに管理できる組織」であり， I情報を活

用できる組織」であるといえる。そこで，消費者ゃ地域住民の要求に対して，

「もっとも以惑に，そして長小のコストで応じることのできる」ことが重視さ

れる条件と Jケる。また Raetzは，革新的な活動を生み出す原動力として， I少

数精鋭但」の組織と経営に転換することを強調している。つまり「より少人数

で，より多くの業務を迅速に処理する方法を追求すること」が，効率的な組織

を研究する場合の基木問題とされる。

この見解を PR部門の問題に置き換えた場合， Paul Winnerの考え方2)_一一

1) メアり L ベイツ(企子逸郎訳)，変革の σ不ジメン l テクノロン でオフィスが主主ゎ

る， CsS凹版， 198E年， 60-63頁.

2) Paul Winner， Effective PR Management. Kogan Page Ltd.， 1987， p. 28 
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PR部門は PRi官動の性質上，本来の機能を発揮するためには， I規模拡大す

ると， ビューロクラシーの程度が高まり，その弊害が活動に支障をきたしやす

い」が参考になる。確かに，横田澄司は，過去の射|究で， ，PR部門の組織』

業務は，企業環境にもっとも影響を受けやすく，感受機能と促進機能のー側面

が基本となっ亡活動されるため，柔軟性に富んだ組織，非ルーチンfじの業務と

し‘った側面を重視する」ことにより， I効果的活動が期待される組織となる」

と報告してし、る0)。

ところで，企業の組織では，定型化せず，柔軟に対応するためには，絶えず

部門間関係が緊絡であることが必要とされる。特に， Mattew M. Millerによ

れば，他部門との連絡事項および情報交換の増加により， PR部門の運用に当

つては， トップ層との関係よりむしろ他部門との関係がますます緊密になって

きていると，実証研究の成果にもとづき述べているペ これは，他の組織と共

通した部分を所有することにより， PR部門は迅速に対応できることを意味し

ている。つまり，他部門との協力体制により，いかなる事態においても巧みに対

応することを可能にする組織こそ， PR部門の基本であることを証明している。

組織上の問題で，組織内部の規則的な相互依存関係を把握することと，その

「協力上の変化による効果を明確にする」ことは， PR部門においても必要と

忠われる。このことは， PR部門が特にどの部門ともっとも密接な相互依存関

係にあるりか，またあるべきか，さりに PR部門に影響するのは， どの部門か

とL、う問題点を究明することになると思われる。またPR部門が他部門との

「コミュニケーシ 3 "・バタ "Jについても関心がもたれる。 PR活動を展

開するには，いかなるコミュニケージョソ・パター γが，対地域，対組織，対

住民などにおいて，より効果的であるのか，どのよ弓なメディアな"，技術を

3) 横田澄司， iPR古r，門の業務と組織に凶する検討一一一特に企業イメ ジの管理体制を中心とし
亡」組織学会報告(1986年6月8日・於大阪大牛〉こ白研究報告では， PR部門の業務として主
要機能く感受機能と促進機桔〉の他に，副次機能〈代表機能と調整機能〕を挙げ全仕的に一元{じ
するため町システムの必要怯を論じた。

4) Mattew M. Miller， 'ιCorporate Public Relations Update ". Public Relations Journal， 1982， 
Vol. 38， No. 12， pp. 21-24 
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活用することが，より好ましいかは， PR活動の管理に関する重要な課題であ

る。

以上， PR部門がJ 企業において独自の重要な機能を発揮するため，適確に

地域住民，消費者の要求を把慢し，迅速かっ積極的に対応するため， PR部門

として他部門もし、かなる協力援助関係がもっとも必要かっ効果的か，つまり一

視点として従業員の満足度が期待されるかさらに具体的な PR活動を展開する

上で，効率的な PR部門のシステム管理の設計についても検討する必要がある

と思われた。

II 研究目的

われわれは， PR部門の効率的管理を検討するため，従業員にとって， 自社

PR部門の活動が満足した状態であることが，まず重要な前提条件であると考

えた。そこで， i満足度」の高いPR活動を展開するためには，

(a) 企業内部においては，いかなる部門間関係がのぞましいか

(b) 対外的な活動として，企業はいかなるマ ケティング活動と関連性をも

つべきか

の検討が必要と思われた。さらに，われわれは上記のか)と(同の機能的な関係を

探索することも重要と思われた。そこで，われわれは以下の問題点を設定した。

〈第 l図参照〉

III 問題点の設定

問題点 1 i満足度」に及ぼすPR部門と他部門とのコミュニケージョン関

係

自社の PR活動が，他社と比較した場合，従業員が「満足した状態」である

ため，以下の 6部門聞と PR部門とのコミュニケーション関係は， どういう状

態がもっとも好ましい方向にあると評価されるのか，つまり全社レベノレで考慮

した場合， PR部門が「総務・人事Ji生産・製造Ji営業・販売Ji経理・財
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第 1図本研究の概念図式

独立変数

PR部門と他部門とのコミュニケーショシ

(1)総務・人事部門

(2)生産・製造部門

(3)営業・販売部門

(4)経理・財務部門

(5)資材 購 買 部門

(6)宣伝調査部門

l 問題点 3

自社マ ケティング活動の方向

(1)高品質、市件fEの製品

(2)適正価格の設定

(3)販売網の充実

(1)干量点亜的なft!i売キャンペーン

(5)熱心な地域活動

(6)願客サ ピス問題への対]，[0

(7) 1I干感な研究開発力

(日)熱心な新製rTl開発

問題点1.

問題占 2

]笠里主主主

両一

務JI資材・購買JI京伝・調査」といった 6部門のうち，特にどの部門とのコ

ミュ ι ケーション関係が緊密な場合，従業員に自社PR活動の高い「満足感」

に導〈のかである。

問題点 2 I満足感d に及ぼす具体的なマ ケティング活動

PR活動の基木政策が，特に自社のマーヶティ γ グ活動との関係で検討され

汗場合J いかなるマーケティング活動を重点的に展開すれば， PR活動に高い

じ尚足感」ヘと導くか，つまり製品の品質，性能，主た宣伝，広告，顧客ザー

ピλ，研究開発，販売促進』地域活動といったマーケティ:/!/活動のいずれか

をミックスして積極的に展開した場合3 従業員に自社PR活動への高い「満足

感」へと導くか，である。

問題点 3 PR部門 他部門関係と具体的なマーケティング活動との関係
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PR部門がJ 他部門とのコミュエケージョン関係が，いかなる状態の場合，

具体的なマーケティング活動との機能的関係が期待されるか，つまりここでは，

PR部門が他部門とどう L、う関係にあるとき， どのようなマーケティング活動

が積極的に展開されや「いか，とし、った観点で解釈することも，可能である。

そこでPR部門と他部門との関係に対 L 具体的なマ ケティ Y グ活動との相

関が追求される。

以上からわれわれは問題点 1では， P R部門と他部門との関係を，問題点

2でほ，効果的なPR活動正関係するマ ケティング政策あるいは活動を，問

題点3ではJ 全社レベノレで， PR部門が主体的に，効率的なマーケティング活

動を支援する方向を探索するため，他部門といかなる協力関係がのぞまれるか

が検討される。これらの作業は， PR部門の管理上，従業員の高い満足度を維持

しつつ他部門といかなる協力援助関係のシ月テムを確立すべきか，またマーケ

ティング活動においても PR部門独自の機能がどうであるのかが明確にされる。

IV 操作された諸変数

われわれはJ 上記の問題点を検討し，明確化するため，以下のような独立変

数，従属変数が導入され，操作された。

独立変数，PR部門と他部門とのコミュニケーショ YJ

企業内では， PR部門と他部門一一総務・人事部門，生産・製造部門，営

業・販売部門，経理・財務部門，資材・購買部門，宣伝・調査部門との機能的

関係が，コミュニケーショ γ を通じて主視される。この相互依存関係が， PR 

部門との活動を一層効果的な方向，内容をもたらすと評価されている。特に，

PR部門と他部門とのコミヌニケーションが，¥:"の程皮円滑に行われているか

に上り，他部門からの強い支援も決定される。

独立変数「自社マーケティング活動の方向」

企業にとって， PR活動とマーケティ/'!f活動の調整および運用は，きわめ

て重要な問題である。理由は，前者は大衆志向で，後者は消費者志向と，いず
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れも別個の活動次元を分担し，どの企業にも重要な側面と評価されているため

であるヘ企業が，所定の白標を達成するためには，計画的かっ積極的なマー

ケティング活動が， PR活動とは異なゐ独自の政策でJ 絶えず検討されている。

多様なマーケティング活動ーーたとえば，高度な製品およびその開発，適正価

格，積極的な販売促進活動，販売チャネノレの強化などJ を展開する白社企業が，

どの程度従業員により，独自な方向位が評価されているか，である。

従属変数:i自社PR活動旧満足度」

PR活動について，いかなる企業であれ，その従業員である以上， PRの重

要性が十分認識されている。つまり，従業員のモラーノレ，求人活動，販売実績，

企業および製品へのロイヤリティ，定着率J 株価への影響を考慮した場合， P 

Rがいかに重要であるか，十分理解されるところである。いかなる従業員とい

えども， 自己の所属している企業の評価について，強い関心を示している。そ

こでわれわれは，実施されてきた，または実施されている PR活動は，いかな

る方法，内容であれ，一般に他社と比較した場合， どの程度満足される評価で

あるのか，測定することが必要と思われた。たとえ，主観的評価であれ，広く

一般に地域の住民，消費者などに信頼され，支持されるだけの PR活動である

かどうかであるo

V 調査方法と調査対象者

本研究は，以下に紹介される調査票が使用されたがJ 調査項目は 9項目よ

り構成された。

(1) 企業規模 (8カテゴロー上り 1つを選択)， (2) PR部門の規続 (8カ

テゴリー上り 1つを選訳)， (ヨ) PR部門の増減計回 (3カテゴりーより 1つ

を選択)，仏) P R部門の責任者の職格 (6カテゴリーより lつを選択)， (5) 

5) 横田澄司， iマインド シェアへの著しい関心 市場シェアを支える消費者マインドの測定J，
固際商業， 1987年 6月号， 30-35"。ここでは，マーケティング活動ほ消費者オJ句または顧客志
向ということで市場 γ ェアの拡大に集中されるが， PR活動では大衆志向によりマインド シz

アの拡士が可能となる円両活動のミックス戦略に企業は大きな関心を寄せてきている。
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PR部門と他部門(つまり 6部門〉とのコミュニケーがョシ程度(各5ポイ γ

ト尺度により評定)， (6) P R部門の主要機能 (EdwardL. Bernay による機

能分類を基準にベ 27機能のリ月トより 9機能を選択)， σ) 自社PK活動の満

足度(5ポイ γ ト尺度による評定)， (8) 自社マーケティング活動の方向 (8

活動それぞれについて 5ポイン l尺度による評定)， (9) 調査対象者のデモ

グヲソィッグλ(年齢，性別，勤続年数，担当業務，自社の業種〉

なお，われわれはこれら調査票を，東京都および近郊都市に居住する企業勤

務者に配布した。調査対象者の選定に際しては> 20歳以上の成人男女に限定し，

企業規模と担当業務の 2段階無作為抽出法により抽出を行った。

調査方法は，閣置法で， 500名に調査票が配布されたが，そのうち352名から

回答を得た(回答率は70.4%)。

なお本研究においては，第 l図に示されたように，従属変数に「自社PR活

動の満足度J，独立変数に，PR部門と他部門とのコミュニケーションJ，自社

マーケティング活動の方向」を操作して，その因果関係を中心に分析された。

なお，上記の問題点 1および2を検討するために，判別分析が行われた。ま

た問題点3については， カノニカノレキ目関分析が施行され，データの処理および

問題点の検討が試みられた。

VI 調査結果

「一般的概要」につい-C， どの企業の従業員であれ， 自社の好ましい企業イ

メージ，自社への信頼度の増強，また自社製品への強い関心など，地域住民，

消費者に対¥..-，強い期待の寄せていることが理解されたロ

本調査での対象者は， 自社のPR部門への「高L、」満足度の従業員が. ~S.S 

% (91名〕に対Lて> ，あまり高くない」満足度の従業員が， 64.5% (165名〉

6) Edward L. Bernay， Public Relations， University of Okulahoma Press， 1952， p. 20-50 
PR機能を(a)人々 に知らせ昌機能， (b)人々 を説得する機能， (0)人と人を結びつける機能と分類

している。われわれはこの3機能を基準iこ27のPR活動をリスト化した。その一部は第4表に紺
介されている園
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であった。現状ではJ 自社PR活動に満足していない従業員の方が，やや多い

ことが理解された。

当然，満足度は，企業規模により異なると思われたヘ本調査では， 120名以

下」の企業26名， 121-100人」の企業43名， 1101-500人」の企業49名， r501 

1，000人」の企業28名， 11，001-3，000人」の企業58名， 13，001-5，000人」の企業

第 1表 自社PR活動の「満足度」に及ぼす部門間関係

変 数 名

分類関数値
〔グループI)

nニ 165

(満足度の)
高くない

FlE54TJ曾二士事部 r-O.3531

IPRjと「生産・製造」剖1 I 

門聞の π 々 ι ニケーシ三ン | 

IPRjと「営業・販売」部|
門間のコミュユケーション | 

IPRjと「経理・財務」古日 i
門聞のコミュヱケーショ'"'

，PRjと「資材・購買」由日|
門聞のコミュニケー ョ;/

IPRjと「宣伝・調査」部!
門聞のコミュニケ ション | 

定 数

有固

カノニカル相関係数

ウィノレクス 0)ヲムダ{直

カイニ乗値

自由 度

有志水 準

竺じU
0.556ー卜

分類関数値
(グループ11)

(満足事)り 高 い /

0.808 

0.750 

2.042 

0.826 

ト
J

ぃード
二竺J土空|

項
一
値

0.000一一一
7) 横田澄司，効率的マーヶティ J グ活動の分析， 同文館，昭和60年， 62-64J:'to 企業規模により
「営業部門と宣伝広報部門H針業部門と消費者窓口」とのコミュニケ ション関部白差異を論

じている。
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27名， 15，001-10，000人」の企業29名 110，ωl人以上j の企業92名Eいうこと

であった。「企業規模」別にみた場合， 1100人以下」の企業では， PR部門と

いう部門がほとんど設置きれておらず，総務，人事部門が兼任している場合の

多いことが理解された。こういった規模の従業員は，現在の企業環境において

PR部門の分離，独立を希望しているとし寸傾向が許制された。しかし本調査

において 100名以下の企業の場合も，データと Lて共に処理された。

問題点 1 IPR部門と他部門とのミミュ ι クーション関係からもたらされ

る従業員の満足度」第 1哀の標準カノニカノレ執別係数によれば， 自社PR活動

の満足度は， PR部門が「生産・製造部門j，ついで「経理・財務部門j， 1営

業・販売部門J1総務・人事部門j (ステップ・ワイズの順に投入きれた変数〕

とい 4 た)闘で， 1満足度」土強い関連伴を示していることが理解された。ここ

で， r総務・人事部門」のマイナス値以外は，すべてプラエ値として「高い満

足度の群」に有効に影響していること，つまり「あまり満足度の高くない群」

には「総務・人事部門」のみが，高い分類関数値を示L， 自社PR活動のやや

不満との関係のみられたことである。

以上から，満足度の高い群は， PR部門が「生産・製造部門J r経理・財務

部門J r営業・販売部門Jとの関係が強く，満足度の高くない群は， P R部門

が「総務・人事部門」との関係の強いことが理解された。

問題点 2 1マーケティング活動の展開からもたらされる従業員の満足度」

第 2表から理解されることは，標準カノニカノレ判別係数が，まず圧倒的に|宣

伝・広告」の側面主重視したマーケティング活動，ついで「地域活動j 1適正

価格j 1高品質・両性能」といった順で，従業員の満足度に影響する乙とが理

解された。つまり Jζ ういった一連のマーケティング活動を，調整，統合して

展開されるとき，従業員の PR活動に対する満足度が惹起されることである。

換言すれば~ーケティング活動と PR活動とは決して無関係でないことが理

解された。 PR活動に宣伝・広告の効用性を積極的に反映するとん地域住

民に信煩性を獲得するため，熱心な地域浸透活動を展開すること』適正な価格
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第2表 自社PR活動の「満足度」に及ぼす具体的なマーケティング活動

標準カノ 分類関数値 分類関数フ値n) A テップ
〔グループ1) (グノレー ワイズ)願

変 数 名 ニカル芋UI n=165 n =91 

別係数 I (満高足く度なのい¥/ (警告事)
に投入さ

れた変数

高品質・高性能 0.117 4.531 4.76， 4 

適正価格 0.182 3.000 3.330 3 

販売網の充実

積極的販売キャンベーン

熱心な地域活動 0.420 1.304 1.929 2 

巧みな宣伝・広告 0.746 1.241 2.427 l 

熱意りある顧客サービス

問題「の対処

旺盛な研究開発力

熱心な新製品開発

定 数 項 -26口97

国 有 値 O.G87 

カノニカル相関係数 且6日8

ウィルクスのラムダ{直 0.630 

カ イ 二乗値 116.322 

自 由 度 4 

有 意 水 準 0.000 

政策3 高品質，高性能の製品政策を展開することの重要性が，理解された。

いずれにせよ，満足度の高い群は，あまり満足度の高くない群との峻別は，

上述した 4つのマーケテ， yグ活動により分類されることが盟解された。ここ

から PR活動への満足度は，基本的なマーケティング活動と密接に関係してい

ることが評価された。

問題点 3 i他部門と PR部門との関係，およびその関係と具体的なマーケ

ティング活動への協力援助」乙の問題点を明確にするため，われわれはカノニ

カノレ相関分析を試みた。その結果は，第3哀に要約される。つまり，結果とし

て，われわれは 2つの構造ベクトノレ値が明確に抽出された。

第 I構造ベクトノレ値では， i営業・販売Ji生産・製造」部門と「熱心な新製
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第 I構造|第 E構 造

ベクトル値 | ベクトル値
一一一一一寸一一一一一一一一「

8 

1 

3 

24 

3 

3 

5 

80.4 

4 

63 

2 

9 

50.3 

772 

事 総務部門 0..0.54 0..3 

産 製造部門 0.359 0..2 

l 業 販売部門 0..459 1.4 

理 財務部門 0..254 0..4 

材 購買部門 0..0.30. 日2

伝 調査部門 。0.68 o.E 

l品質・高性能 0..222 

正価格 0..167 

L売網の充実 0..179 

f極的販売キャンベ ン 0..00.1 

1 心な地域活動 0..0.88 

1みな宣伝・広告 0.，319 

t~のある顧客サービス，問題への対処 0..120 

盛な研究開発力 -0.349 

i心な新製品開発 0..705 

自社 PR活動の満足度に及ぼす PR部門と他部門の関係

，PR部門と他部門間のコミ品ニケーション」と

「自社の企業活動」との関係

第 3表

一一一 一一一一 構造ー〈クトノレ値

操作した諸変数 一一一一一一

変

畳

畳

基

準

変

予

測

0..0.77 

0. 277 

0..830. 

64，025 

40. 

0..0.0.9 
一一一一一一一」

回

凶

羽

η

∞

2

5

5

1

0

 

0

o

a

4

4

0

 

6

5

 

1
 

固有値

カノュカル相関係数

ウィルクス・ラムダ値

カイ 二乗値

自 由度

有志水車

「宣また第E構造ベクトノレ値とじて，

「熱心な新製品開発」

品開発」との高い相関関係がみられた。

とカ，， 伝・制査」と「蛍業・版元」部門(マイナス〕

ここ古sら，と「販売網の充実」に高い相関関係が評価された。〔マイナλ〉

生産・製造部門と蛍業販売部門とPR部門が，新製品開発を通して，(，) 

の関係が重視されるぺきであること， (b) PR部門が，新製品開発より，

営業・販売部門土札宣伝・調査部門との関係強

むし

ろ販売網の充実を図る場合，

化の必要性が理解されたことである。
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l以上から， PR活動は，新製品の発表紹介について，生産関係の部門および

販売関係の部門において展開される ζ と，また販売チャネノレの充実，強化には，

決して PR部門が無関係でないことが理塀された。

VII 調査結果の考察

「一般的概要」について，まずPR部門は， r企業規模」が増大すると，当

然部門として果すべき役割J 機能も変化世ざるを得ないこと，つまり規模が増

大すると，システム化の傾向が，一段と強化されることが周知の事実と思われ

る。理由は， r生産性」は向上するが，企業環境の変化に対応寸る上で， r適応

性 Ir柔軟性」に欠くためである。つまり降旗武彦の述べるように， r一般に多

くの部門からなる単純企業では ・各部門の思考方法の差異が大きくなり，統

合の問題は困難になる」というように"企業規模の増大は， r協力体制Jをま

すます必要とするため，強化の方向にがステム管理されることになる。そのた

めに，先に紹介したわれわれの研究ではベ rlOl人」以上の企業では， PR部

門と営業販売部門との部門問コミュニケ ションが増大L，r501人」以上の

企業ではPR部門と総務・人事部門と， r3，OOl人」以上では， PR部門と生産

・製造部門とのコミュニケーションが，特に重要とされることが理解された。

つまり小規模」企業の場合は，セーノレス問題が，取引先や地域の消費者と

の関係で，営業・販売部門がもっとも PR部門との協)J体制を必要と L， r大
規模」企業の場合は，自社製品を中心として，製品開発p 改良を PRする上で，

生産製造部門と PR部門との関係強化を必要としているように思われたロ

いずれにせ上 J 企業に所属Lている従業員がJ 自社PR活動の満足度が， P 

R部門と他部門間関係が，より好ま Lい状態にあるととが，よわ一層効果をも

たらすことを理解している n また PR部門の活動は，マーケティング部門関係

の活動と同時に，緊密な関係にあることを評価している。

8) 降肱武j~， 赤岡;JJ，企業組織と環境適合 コンティンジェンシイ・七オり ，同文館，
昭和53年> 52-53}=l~ 
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特に，企業においてマーケティングといった場合j 販売促進の側面，つまり

顧客志向の側面を特に表わし， PRといった場合，広報活動の側面，つまり大

衆志向の方向性を表わすといった差異が，明確にされているように思われる。

そしてこれら両側面の相乗効果を演出するための努力がなされているように解

釈された。そ白点，アメリカの企業がPR活動とマーケティング活動とを分離，

独立させ，独自の業務を展開する方向とは異なるように思われた。むしろわが

国の場合，同一企業であれば，どの部門であれ，部門間の「協力援助関係」の

重要性が，絶えず意識され，それを前提に活動されているように思われた。

問題点 1 ip R活動の満足度と部門間関係」について， どの部門であれ，

効果的な業務活動を展開するためには，各部門聞の協力援助関係が重要であり，

PR部門の管理シλテムを考慮する場合も，まったく同様である。

ところで， PR活動の満足度に影響するのは，

(a) P R部門と「生産・製造」部門

(b) PR部門と「経理・財務」部門

(c) P R部門と「営業・販売」部門

で，これら 3部門との関係が，緊密であればあるほど，従業員の満足度に影響

することが理解された。 PR部門として， これら 3部門との関係について，第

2図の実線で示された通りである。ところで，

匂) PR部門と「総務・人事」部門

とは，マイナプ、の関係が指摘され(第2図の破線)，満足度に逆効果であるこ

とが理解された。第2図の関係につい亡，その意味すると ζ ろは，

(a)については，新製品開発，既存製品の改良についての公開，公表といった

製品に関する情報を中心に， PR部門との積極的な協力援助活動が期待される。

(b)については， (i)ディスグローシャーの問題と L、コた企業財務の公開， (ii) P 

R計画に対する予算の問題といった積極的な PR話動に必要と寸る経費の問題

などがある。

(c)については， PR部門と営業・販売部門の協力支援的な販売促進活動や地
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第 2図 従業員の満足度に影響するPR部門と他部門の関係

従業員のPR活動に対する

満足度

¥ 

I (d) 

〆
〆

， 
ノ

i 〆
、んら

「一一一一一一一一一一一一寸 〆/ 

;・総務人事 l←/
; 部門 iT¥
L 一一一一一←J

母一一→，

プラスの関係

ぐ~

7イナスの関係

域社会への貢献など，効果的な成果が期待される。また営業所活動によっては，

地域社会および住民の信頼を得るため，地域性重視のセーノレス活動が必要とさ

れる。そのため地域サーピ兄を提供する上でも， PR部門との関係が重要とな

る。しかしな由2ら，

但)については， PR部門が独自に，また主体的に活動しようとする場合，総

務・人事部門からの指示，命令とは異なる方向もしばしば生起するため，とき

には対立関係が生じる場合があるように，思われる。これは元来大半のPH.部門

が総務，人事から分離，独立した系譜をもつため，ともすれば PR部門を下位

組織として，総務，人事が対応 Fる傾向があるためといえる。たとえばJ 全社

を代表する見解を発表する場では， PR部門より総務部門古川ップ・マネジメ

γ トの立場を代弁すると L、う事例がある C さらに i100人以下」の企業で，相

変わらず総務・人事が兼務している状況を反映している実態と関係している。

問題点 2 iP R活動の満足度に対するマーケティング活動の影響」につい

て，ここでは， P R活動の満足度に影響するマーケティ/'1/活動に注目したが，
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Kotler， P. & Mindak， W によれば，フォーチュン誌に紹介される上位500祉

の優良企業は， PR活動，マーケテンィグ活動のいずれにも，積極的な企業で

あると述べているヘそこで， かれらは両機能のミックスを重視して，つぎの

設問をしている。

Lイ) マーケティ YfJ'・マネジャ が企画するとき，どの程度PR機能の消費

問題十地域問題を考慮し亡いるか，そこで本研究では，適正価格』高品質，高

性能の製品政策と熱心な地域活動がJ Kotler らの主張を支持している。

(ロ) 逆に， PR担当者は， PR活動の中に，マーヶティ Y グ機能の市場志向

の発想を採用しているかについて s 本研究では，宣伝，広告活動の中仁，公共

白りな部分を考慮することで，処理きれた。

け マーケティングと PRの相互依存関係から生じる利点を発揮する組織と

予算はどうなっているかについては，本研究では，後述の問題点で改めて検討

される。

以よから，マーケティング， PRの両機能の統合が重視されることはいうま

でもない。つまり，マーケティ γF上の問題点の解決に PR活動が効果的であ

る場合， PR上の問題解決に，マ ケティング的発想が有効である点が留意さ

わしる。

いずれにせよ，本研究では，第3図に示されるように，従業員のPR活動に

対する満足度は，

(a) 巧みな宣伝，広告活動

(b) 熱心な地域活動

(c) 製品の「適正価格」

(d) 製品の「高品質J I高性能」

となり，いずれもプデヲスの効果を示している。特に， (c) t(d)は，第 3図にみら

れるように， I製品」の属性として，一つのグラ凡ターとして考えられる。第

9) Philip Kotler & William Mindak.“Marketing and Public Relations"， Journal 01 Mar-

keting， 1978， Vol. 48， No. 4， pp. 13-20 
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第 3図 従業員。満足度に影響するマーケティシグ活動

従業此のPR活動に対する

満足度

(d) 

F 一一「

」一一一一...J L一一一---'

L 製品属性 ー ! 

3図を検討すれば，

(a)の「宣伝，広告」は，カノニカノレ判別係数がもっとも高いことから J マー

ケティング活動の中心に，宣伝，広告部門の業務が考えられている o 具体的に

は，マス媒体を通してあるいは利用して，何か，PR活動をしている」と L、っ

た従業員の企業評価と関係しているようである。

(b)の「地域活動」は，マーケティ :/!l活動というより PR活動としての意味

をもつように思われる。地域の生活習慣，生活様式を充分理解した上での対人

接自丸文化および伝統行事，奉仕活動への積極的参加の効果が理解される。立

地する地域でり何らかの地域活動の重要性が，やはり自社PR活動への好まし

い評価と関係するように思われる。

(c)および(d)は，自社製品の価格が「適正」であり，品質および性能が「よ L、」

ことである o 製品が市場で好主 Lい評価を得ることは，当然のことながら，従
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業員の誇りを把持させることになり， 自社へのロイアノレティも昂揚されると思

われる。

以上は，基本的にはマーケティ Yグ， PRいずれD機能も単独では，充分成

果を収める ιとは困難である。従業員の満足度は，一方では企業は積極的な地

域活動主展開すると同時に，他方，好ましい自社製品の販売に，大規模なマ兄

媒体を利用した宣伝，広告を積極的に展開することから，評何きれるように思

われる。

問題点 3 rp R部門と他部門との関係，およびその関係と具体的マーケテ

イング活動|については，マーケティングと PR両部門の統合的システム管理

が検討される。

カノニカノレ相関分析の結果， 2点が明確にされた。

(a) P R部門と「生産・製造」部門および「営業・販売」部門との関係が，

「新製品開発」を中心として緊密であることが理解された。確かに，現在の企

業にとって，自社PR活動の一つに，新製品公開が，記者会見およびリリース

などの配布によって，成果を得ているが』本研究からも，その事実が確認され，

企業としては積駆的な活動がのぞまれる。

(b) P R部門と「宣伝・広告」部門，それに「営業・販売」部門との関係が，

「販売網の充実」と「新製品開発」を中心として，緊密であることが理解され

た。この場合，企業において 2通旬のハターンが，第3表よわ理解される o

「ハタ-:/ 1 J 宣伝，広告部門と PR部門との関係が重点的な場合， r販

売網の充実」が積極的に行われやすいこと

「パターン 2J 営業・販売部門と PR部門との関係が重点的な場合， r新
製品開発」の側面が，積極的に展開される， といった二国性の理解されたと正

である。

換言すれば，現代の企業において， PR部門が他部門との協力援助関係とし

て，中心となる業務は， r新製品開発|のPR活動， r販売チャネルの拡充」

のPR活動において，特に評価される(第4表参照〉。
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第4表 PR部門と主要3部門との相互援助関係

立自 新製品開発 販売チ合ネノレの拡大

-苦情不満の処理 -工場見学，敷地の開放

-アソター・サーピλ の撤底 -会議室り開放

-記者会見による紹介 • HEIB 0)採用

-消費者数青による製品の取扱い -定期的パ ゲンの実施

営業・販売部門 -ショールームでの展示 -地域行事への参加

-販売庖でのカタログ配布 .PR吹田による拡充

-説明会の設詰 -学校行事への参加

宣伝・広告部門 .PR誌による紹介 -文化講演会の開催

-企業広告による消費者対策 -ス代ーツ大会の参加者支援

ところで， PR部門の活動には，単独でかつ主体的に企画し，活動する場合

と，他部門との協力援助関係により，一層PR活動の効果が期待される場合と

がある。

木研究では， この後者の他部門との協力体制jにより，

Lイ) 新製品の開発およびその公開

。コ) 販売網の充実，あるいは販売チャネノレの拡大

の 2点に重点がおかれることが明確にされた。

この問題を， どう全社的な組級編成において位置づけられるかが，重要な問

題といえる。たとえば，第4表の諸活動を，企業においてどのように企岡，実

施，管理，評価がなされるべきか，浅された問題点といえる。またセノレ心中心

具体的活動を，一つのシ月テムとして統合し管理する方向も残されてしる o

VIII 本研究と PR管理システムとの関係

最近，企業では， rPR部門の充実|に非常な関心が評価されている。その

理由は，

(a) 企業イメージの昂揚は，新製品開発，冠スポーツ大会，あるいはユニー
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クなセーノレス・プロモーショ γを中心として展開した場合，効果に比較し1そ

のコストは莫大である。

(b) 企業が今後，長期的に安定した経営を維持するためには，セーノレス シ

ェアのみでなく， ずインド・シェアの拡大も同時に促進しなければならない。

(c) PR活動の重要性として，国内市場のみでな<，海外市場においても，

企業の発展のために正しく企業の実態を知せる必要性が高まってきた。

(d) トヅプ・マネジメントが， PR部門の諸々の活動に，改めてその必要性

を理解L，同業界の他企業との差別化にも，一層の効果を期待しだしたことで

ある。

以上の理由から，効率的なコス}管理を前提に，いかなる PR活動の管理主

徹底するかに，企業に強い関心を寄せてきている。

橋本熱によれば，たとえば「販売管理ジλ テム」は，販売目標 あるいはマ

ーケティング目標達成のため計画され，実施され， コントロ←ノレされるとして，

B. P. Shapiro，の販売管理シλ テムを紹介し，マーケティング上，いかにこの

種の販売管理シλテムが重要な位置つ芋けにあるかを論じているiω。特に， この

V ステムの第2段階の「実施」に際して「適切な能率的な販売組織が編成され

る必要がある」あるいは「既存の販売組織が再編成される必要があるJ(218 

頁j と，長期最大利潤の獲得の観点から， システムの紹介と評価を適確に行っ

ている。 fこだPR管理シ月テムとの重要な差異はJ マーケティ γ グの「消費者

またはユーザー志向」に対L，PRは「一般大衆またはパプリッグ志向」であ

る点に尽きる。

第 4図を参照すれば，われわれのPR管理システムについての展開プロセス

が要約されている。特に，破線内の(1). C[[)， …(V)が，そうである o

(I) ，PR部門の主要機能の検討」は， ，準備」段階である o

J惑受機能:業界や他社の動向，消費者および地域の動向を探索する。

促進機能.具体的なPR活動をJ マーケティング活動との関係で， どう展開

10) 橋本鳳販売管理論，同文館，昭和田年， 215-222頁。



N

G

(

日
(
}
〉

四
叫
戸
品
目
時
糖
】
咽

全社レベルでの企業PRンステムの概要

ー-云日 (百)PR活動の

満足度測定

第4図

-新製品、新事業町公同

・催事の企画実施

・苦情処理、事故対策など 註)a)破線内はPR部門の基
本的処開作業を表わす

b)→はPR作業の展開j且
程サイク jレを表わす

c) (1)、(2)、(:1)は、木研賓の

問題点 1，Hi1題点 2.
問題点 3. を表わ寸

湯昂

ど
の
な

ジ
大

一
拡

メ
の

イ
ア

品
工

製

シ
び

-

v
よ
ド

お
ン

業

イ
企
マ

•• 



自社 PR情動。満足度に及ぼす PR部門と他部円の関係 (21) 21 

されるべきかについてJ もっとも妥当な方法がチェッグされる。

調整機能・企業内の部門間関係，および活動間関係を， PR目標の観点、から

検討される。

代表機能・企業の「顔Jとしての発言，代表としての見解を，種々なチャン

ンスとメディアを通して表明される。

以上の 4機能を充分発揮するため，いかなる条件，要因の操作が可能か，ま

たPRミックスすることが，可能かを主たる作美とする u

(II) I消費者一および地域社会への対応」は， I計画」の段階である。標的

化された消費者あるいは特定地域に対い充分詞査きれ介条件，要因を考慮し

つつ最適の対応策が検討される。特に希求されるユーズの充足，あるいはその

地域の文化，慣習，社会規範といった点が考慮されて， i計画」が立案される。

その場合，究極的には自社および製品イメージの昂揚か，多くの 般生活者に

対するマインド・ γ ェアの拡大にあるのかが問われる。

(JII) IPR部門の具体的活動」では， (II)の対応策に対し， i実行」の段

階である。たとえば「他部門との関係」から， a)総務・人事部門との関係で，

教育，文化講座また工場，施設の見学，開放など，さらには緊急事故対策の問

題がある o b)技術開発や生産・製造部門との関係から，新製品開発，既存製

品の改良，さらにはク νーム処理などの問題がある o c)宣伝・広告部門との

関係から，配布資料およびポスター，さらには冠λ ポ ツ大会り企画，開催!;r

どの問題がある。 d) 営業・販売部門との関係では， ショールームの開設，カ

タ μ グなどの作成，地域催事への参加の問題がある。しかしPR部門として独

自の業務活動に， PR紙またはPR誌の発行などが挙げられる。しかLこれら

の活動は， PR部門の規模により s 制約されることはいうまでもない。

(IV) iP R活動の満足度測定」では，諸々の展開きれた PR活動に対L-，

「評価」する段階である。特にPR活動のどういうレベノレ， どういった側面を

測定するかが問題とされる。大別すれば，

1) 他社と比較して，特定企業の活動は，客観的にいかなる満足度のレへん
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か〈特定企業の PR活動に対し〉

2) 地域住民および一般の生活者にとって，いかなる満足度のレベノレか，特

にどの層に高い支持，低い支持が評価されるか(パブリックの評価)

3) 特定企業り PR活動に対し，自社の従業員にとって，いかなる満足度り

レベノレか部門!alj，職格~Lに検討した場合どう変化するか(従業員の評価〉

である。

(V) i他部門との関係」は vステ人の「調整」段階である。つまり，

「満足度」の 1ノベルに上っては，他部門との協力援助関係が一層強化育れねば

ならない。あるいは「具体的活動」に対しても，その規模や程度によっては，

他部門との協力援助関係がコントローノレきれて，一層の効果が期待される。特

にこの「他部門との関係」は， PR活動のみに限定されず i"" ケティング

活動」と共に重要な問題であることが理解されてL必。

以上， PR管理がステムは，さらに実証的に検証され，徐々に整備され，

「正しい企業の実態または活動に対し，相応の効果が期待される有効なシステ

ム」として，われわれは完成されることを目的としている山。

IX要約

本研究は，企業の PR活動を中心に調査されたものである。操作された変数

は，独立変数として， (1) iPR部門と他部門とのコミヱニケーションの程度」

(2) i白社マーケティング活動の方向JTあり，従属変数として「自社PR活動

の満足度」である。換言すればどの企業であれ，従業員にとって自社PR活動

に満足すべき状態であるかどうかを， PR部門と他部門とがどのようなヲミュ

ニケーション関係にあり，またPR活動ともっとも関連するマーケティング活

動は， どのような状態にあるのかその実態を検討するものである。

特に，従業員の自社PR活動の満足度は，高ければやはり自社を「誇り」

11) 横田澄司，加藤節子， rPR管理に闘する組織間関保一一PR部門¢効率的管理を中心としてj

産業・組織心理学会 (1987年9月21日 於立教大学〉この研究報告では， PR部門の具体的な活
動を可能な限りリスト化して，企業レベルぐ統合的なシフテム設計を企画しようと Lたu
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「他社とは違った(または同じように〕素晴しい」と感じさらには「安定し

た」企業として評価することが予捌される。このことは，そラ ノレ，定着率，

作業や自社製品への関与度にも好ましい効果をもたらすこ Eが期待される。本

調査の結果，

問題点 1 I満足度におよぼすPR部門と他部門とのコミュニケ ショ γ関

係J (第4図(1))については，判別分析により，

順位 1 PR部門と生産・製造部門

順位 2 PR部門と経理・財務部門

順位 3 PR部門と営業・販売部門

に緊密な関係が指摘され，いずれも高い満足感を評価した従業員は，低いと評

価した従業員より，上記3部門との好ましいコミュニケ-'/ョン関係を認知L

ている。さらに順位4としてJ 効果をもっ関係として. PR部門と総務・人事

部門の関係が指摘されたが，これは低い満足度を評価した従業員は，むしろ高

いと評価した従業員よりも，好ましいコミュエケーションを評価したことであ

る。ここから，われわれは. ，PR部門は，生産・製造部門，経理・財務部門，

営業・販売部門と好ましいコミュニケーション関係にあるが，総務・人事部門

と抑制j的なコミュニケ ション関係にあることが，従業員に高い満足度を評価

する」上で，理解された。

問題点 2 ，満足度におよぼす自社の具体的なマーケティング活動J (第 4

図(2))については，問題点 lと同様，判別分析により

順位1 巧みな宣伝，広告

順位2 熱心な地域活動

順位3 適正価格

順位4 高品質s 高性能

の順で，効果ある活動が明確にされたυ いずれも自社PR活動に高い満足度を

示す従業員は，低い従業員より上位 4変数の強い影響を認知している満足度に，

有意な宍者導いている。以上，われわれは，PR活動は，マーケティン グ活動
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と大いに関係L，製品の品質，性能が高しかっ適正な価格であって，地域活

動にも積極的で，宣伝，広告が巧みな企業のマーケティ :/'f活動は，同時に従

業員に FR活動の高い満足感を与える」ことが理解きれた。

問題点 3 rFR部門と他部門とのコミュニケ-'/ョン関係，およびその関

係とマ ケティング活動への協力援助J (第4図(3)) については，カノユカノレ

相関分析が行われ 2タイプの群関係が明確にされた。

第 1タイフ"は， r営業・販売部門J r生産・製造部門」と「新製品開発」の

関係である。

第 2タイプは， r宣伝・調査部門Jと「信業・販売部門」十)の群と熱心な

「新製品開発JE寸と「販売網の充実」の群に，高い相関関係のみられたことで

ある。

以上，われわれは rFR部門と営業・販売部門，生産・製造部門の関係ほ，

新製品を中心に展開されるJ，また iFR部門と宣伝・調査部門との関係が積

極的である場合， しかし営業・販売部門とはそれほどでない場合，新製品開発

の問題よりも販売網の充実に関心が向けられる」といった事実が明確にされた。


